
 

 

 

 

様式第４－１（日本工業規格Ａ列４番） 

第      号 

平成３０年７月２０日 

 

 

国土交通大臣 殿 

 

住    所 神奈川県横浜市中区北仲通 5-57 

氏名又は名称 関東運輸タクシー株式会社 

                       代 表 者 名 関東 太郎 

 

 

 

平成３０年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

（地域公共交通バリア解消促進等事業）交付申請書 

 

 

平成３０年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金（地域公共交通バリア解消促進等事業）金      

６００，０００円を交付されるよう、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法

律第 179 号）第５条の規定により、別紙のとおり申請します。 

 

 代表 

者印 捨印（代表者印）を押印 

支局の窓口に提出する日付を記載 

代表  
者印 

リース車両の場合はリース会社名 代表者印を押印 

年度を記載 

補助金額を記載 

・スロープを装備する車両 

（ＵＤタクシーを含む）     原則、車両数✕６０万円 

・回転シートを装備する車両 

・リフトを装備する車両     原則、車両数✕８０万円 



様式第４－１ 別紙２

補助対象事業者名　関東運輸タクシー株式会社

(単位：円)

2,970,000円 600,000円

3,549,000円 800,000円

･
･
･

計 6,519,000円 1,400,000円
（添付書類）

(1) 生活交通確保維持改善計画又は生活交通改善事業計画の写し

(2) 補助対象経費に係る見積書及び補助金額の算出基礎

(3) その他申請に必要な書類

着手　交付決定次第

完了　H30.12.31

バリアフリー化設
備等整備事業
（タクシー車両の
移動等円滑化に要
する経費）

福祉タクシー
導入事業

リフトを装備する
福祉タクシー車両 着手　交付決定次第

完了　H30.12.31

（バス・タクシー車両、船舶の移動等円滑化、福祉タクシーの共同配車センターの整備、バリア解消に資する待合・乗継環境の向上、情報提供、鉄軌道駅の利用者の利便性向上に資する生活支援機能施設の整備を除く利用環境改善促進等事業に限る）

補助対象経費

平成３０年度:地域公共交通確保維持改善事業費補助金（地域公共交通バリア解消促進等事業）交付申請事業

補助対象事業の種別
(補助対象経費の区分)

補助対象事業の名称 補助対象設備
補助対象事業の

着手及び完了予定日
補助金額 備考

1

2

3

バリアフリー化設
備等整備事業
（タクシー車両の
移動等円滑化に要
する経費）

福祉タクシー
導入事業

スロープを装備す
る福祉タクシー車
両

年度を記載

会社名を記載（リース車両の場合はリース会社

車両を登録する予定日を記載

（複数台ある場合は、一番最後に

車両を登録する予定日を記載）

・見積書の車両本体価格（税抜き）を記載

（値引きがある場合は車両本体価格（税抜き）

から見積書に記載されている値引き額をそのま

ま差し引いた金額を記載）

・複数台ある場合はその合計金額

・スロープ（UDタクシー含む）及び回転シー
トを装備する車両 車両台数✕６０万円

・リフトを装備する車両 車両台数✕８０万

★複数台の場合でも、補助対象設備が同じであれば、１つにまとめて記載して下さい。



様式第４－１ 別紙２－２

（公共交通事業に供する車両・船舶を貸与する者が申請する場合は、様式第４－１別紙２に添付すること）

貸与する車両・船舶の状況

（該当する項目を囲む）

有償　　　無償

関東運輸タクシー株式会社 車両 １両

･
･
･

計 １両
（注）

(1) 本様式において有償で貸与することとする車両・船舶については、貸与料金の算定根拠明細書を添付すること。

使用者（公共交通事業者）名 車両・船舶の種別 両・隻数 貸与する期間 有償・無償の別 備考

1

2

3

60ヶ月

車両を貸与するタクシー会社名を記載


